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宅地造成等規制法に基づく許可申請の手引き新旧対照表 

（下線の部分は改正部分） 

改     正     後 改     正     前 

表紙 表紙 

 

 

宅地造成等規制法に基づく許可申請の手引き 

 

 

 

 

令和３年 

 

 

松 山 市 

 

 

 

宅地造成等規制法に基づく許可申請の手引き 

 

 

 

 

平成２１年 

 

 

松 山 市 

 

  

宅地造成等規制法の概要 宅地造成等規制法の概要 

宅地造成工事規制区域内において行われる宅地造成に関する工事については、市

長の許可を受けなければならない。ただし、都市計画法第２９条の開発許可の工事

については、この限りでない。（参照：宅地造成等規制法（以下、「法」という。）

第８条第１項 平成１８年法改正） 

（略） 

宅地造成工事規制区域内において行われる宅地造成に関する工事については、市

長の許可を受けなければならない。ただし、都市計画法第２９条の開発許可の工事

については、この限りでない。（参照：法第８条第１項） 

 

（略） 

  

目的（法第１条） 

 この法律は、宅地造成に伴う崖崩れ又は土砂の流出による災害の防止のため必要

目的（法第１条） 

 この法律は、宅地造成に伴う崖崩れ又は土砂の流出による災害の防止のため必要
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な規制を行うことにより、国民の生命及び財産の保護を図り、もつて公共の福祉に

寄与することを目的とする。 

な規制を行うことにより、国民の生命及び財産の保護を図り、もつて公共の福祉に

寄与することを目的としています。 

  

用語の定義 

（略） 

用語の定義 

（略） 

（*１）砂防設備、地すべり防止施設、海岸保全施設、津波防護施設、港湾施設、飛

行場、航空保安施設及び鉄道、軌道、索道又は無軌条電車の用に供する施設並びに

国又は地方公共団体が管理する学校、運動場、墓地その他の施設で国土交通省令で

定めるもの（*2）。（宅地造成等規制法施行令（以下、「政令」という。）第２条） 

（*１）砂防設備、地すべり防止施設、海岸保全施設、港湾施設、飛行場、航空保安

施設及び鉄道、軌道、索道又は無軌条電車の用に供する施設並びに国又は地方公共

団体が管理する学校、運動場、墓地その他の施設で国土交通省令で定めるもの（*2）。

（令第２条） 

（*2）学校、運動場、緑地、広場、墓地、水道及び下水道。（宅地造成等規制法施

行規則（以下、「省令」という。）第１条） 

（*2）学校、運動場、緑地、広場、墓地、水道及び下水道。（規則第１条） 

※ 法でいう「宅地」は、一般に言われるような「建物の敷地に供される土地」と

いう意味とは異なるとともに、不動産登記法上での地目とも直接関係はない。 

※ 規制法でいう「宅地」は、一般に言われるような「建物の敷地に供される土地」

という意味とは異なるとともに、不動産登記法上での地目とも直接関係はない。 

「宅地造成」・「災害」（略） 「宅地造成」・「災害」（略） 

「崖」（政令第１条第２号） 「崖」（令第１条第２号） 

  

許可を必要とする工事 許可を必要とする工事 

形質の変更（政令第３条） 

①～④（略） 

形質の変更（令第３条.） 

①～④（略） 

  

許可を要しない工事 

次の場合に該当するもの 

１・２（略） 

許可を要しない工事 

次の場合に該当するもの 

１・２（略） 

３．建築基準法第４２条第２項に規定の道路後退により擁壁が移築される場合（既

存の宅地高さに変更のないもの） 

３．建築基準法第４２条第２項に規定の道路後退により築造される擁壁のみの場合 
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４．既存の宅地に出入りのための階段等のみを築造する場合 

（削る） 

４．既存の宅地に階段等のみを築造する場合 

既存の宅地：適法に宅地造成が完了しているもの 

５．掘り込みの駐車場等で上屋のあるものを築造する場合（要：建築確認） 

※ただし、建築基準法の工作物の申請等が必要なものについては別途協議が必要で

す。 

５．掘り込みの駐車場で上屋のあるものの築造の場合（要：建築確認） 

※ただし、建築基準法の工作物の申請等が必要なものについては別途協議をしてく

ださい。 

  

設計者の資格等 

１．資格を有する者の設計によらなければならない工事（政令第１６条） 

①・②（略） 

設計者の資格等 

１．資格を有する者の設計によらなければならない工事（令第１６条） 

①・②（略） 

２．設計者の資格（政令第１７条）（概略） 

①～⑤（略） 

３．変更許可申請（法第１２条） 

 許可に係る宅地造成に関する工事の計画の変更をしようとするときは、省令第２

５条で定めるところにより、許可を受けなければならない。ただし、省令第２６条

で定める軽微な変更をしようとするときは、この限りでない。 

２．設計者の資格（令第１７条）（概略） 

①～⑤（略） 

（新設） 

  

技術的基準等 技術的基準等 

○宅地造成等規制法の技術基準（政令第４条から第１５条） 

○宅地防災マニュアル等を参照 

※法第１３条第３項の算定に用いる数値は、松山市宅地造成等規制法施行細則（以

下、「細則」という。）第１０条第３項に規定。 

松山市『開発許可申請の手引き』Ⅱ編・開発許可技術基準第３章安全措置を参照 

  

提出図書 

申請書および協議書には、以下の図書を添付し、正本、副本各１部を提出するこ

と。 

また、申請書等の作成及び申請等を委任する場合は，委任状（９ページ参照）を

提出図書 

次の一覧表の図書を、正本、副本各１部を提出してください。 

なお、開発許可を受ける宅地造成工事については、許可申請は不要です。 
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作成のうえ提出すること。委任状には印鑑登録した委任者の印を押印のうえ印鑑証

明を添付すること。 

なお、法第12条の変更申請については、許可申請書を準用する（※）。 

 提 出 図 書 縮尺 備  考 

１ 許可申請書（正本）・許可通知書（副本）  Ｐ７，８ 

２ 委任状  Ｐ９ 

３ 〇設計者の資格に関する申告書   

４ 土地所有者等関係権利者の同意書   

５ 土地所有者等関係権利者の印鑑証明書   

６ 土地及び建物の登記簿謄本   

７ 地籍図   

８ 境界査定書   

９ 他の法令に関する許可等の写し   

１０ 現況写真   

１１ 位置図（都市計画図） 1/10,000  

１２ 区域図（都市計画図） 1/2,500  

１３ 現況図 1/500以上  

１４ 土地利用計画図 1/500以上  

１５ 求積図 1/500以上  

１６ 造成計画平面図 1/500以上  

１７ 造成計画縦横断図 1/500以上  

１８ 排水施設計画平面図 1/500以上  

１９ 排水施設断面図 1/500以上  

２０ 擁壁断面図 1/50以上  

２１ 排水施設構造図 1/50以上  

２２ △がけの断面 1/50以上  

２３ △工作物構造図 1/50以上  

２４ △防災計画図 1/2,500以上  

２５ △排水流域図 1/1,000以上  

２６ △流量計算書   

２７ △構造計算書   

２８ △安定計算書   

２９ △土質試験結果書   

 

 

 

 提 出 図 書 縮尺 

１ 許可申請書（正本）・許可通知書（副本）  

２ 申請人の印鑑証明  

３ 〇設計者の資格に関する申告書  

４ 土地所有者等関係権利者の同意書  

５ 土地所有者等関係権利者の印鑑証明書  

６ 土地の登記簿謄本  

７ 地籍図  

８ 境界査定書（※１）  

９ 他の法令に関する許可等の写し  

１０ 現況写真  

１１ 位置図（都市計画図） 1/10,000 

１２ 区域図（都市計画図） 1/2,500 

１３ 現況図 1/500以上 

１４ 土地利用計画図 1/500以上 

１５ 求積図 1/500以上 

１６ 造成計画平面図 1/500以上 

１７ 造成計画縦横断図 1/500以上 

１８ 排水施設計画平面図 1/500以上 

１９ 排水施設断面図 1/500以上 

２０ 擁壁断面図 1/50以上 

２１ 排水施設構造図 1/50以上 

２２ △がけの断面 1/50以上 

２３ △工作物構造図 1/50以上 

２４ △防災計画図 1/2500以上 

２５ △排水流域図 1/1000以上 

２６ △流量計算書  

２７ △構造計算書  

２８ △安定計算書  

２９ △土質試験結果書  

Ｐ10,11 
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３０ △公共施設管理者等の同意書   

３１ その他市長が必要とする図書   

○：政令第１６条に規定する工事を行う場合（４頁に記載） 

△：必要に応じて添付 

 

３０ 土地改良区の同意書  

３１ その他市長が必要とする図書  

○：施行令第１６条に規定する工事（４頁に記載） 

△：必要に応じて添付 

宅地造成等規制法施行規則第４条 

種類 明示すべき事項 縮尺 備考 

位置図 方位、道路及び目標となる地物 １/10,000以

上 

 

地形図 方位及び宅地の境界線 1/2,500以上 等高線は、２ｍ

の標高差を示す

ものとすること。 

宅地の 

平面図 

方位及び宅地の境界線並びに切

土又は盛土をする土地の部分、崖

（切土又は盛土をする土地の部分

に生ずるものに限る。以下同じ。）、

擁壁（切土又は盛土をする土地の

部分に生ずる崖に設置するものに

限る。以下同じ。）、排水施設（切土

又は盛土をする土地の部分に設置

するものに限る。以下同じ。）及び

地滑り抑止ぐい又はグラウンドアン

カーその他の土留（切土又は盛土

をする土地の部分に設置するもの

に限る。）の位置 

1/2,500以上 断面図を作成し

た箇所に断面図

と照合できるよう

に記号を付する

こと。 

宅地の 

断面図 

切土又は盛土をする前後の地盤面 1/2,500以上 高低差の著しい

箇所について作

成すること。 

排水施

設の平

面図 

排水施設の位置、種類、材料、形

状、内法寸法、勾配及び水の流れ

の方向並びに吐口の位置及び放

流先の名称 

1/500以上  

崖の 崖の高さ、勾配及び土質（土質の 1/50以上 擁壁で覆われる

宅地造成等規制法施行規則第４条 

種類 明示すべき事項 縮尺 備考 

位置図 方位、道路及び目標となる地物 １/10000以

上 

 

地形図 方位及び宅地の境界線 1/2500以

上 

等高線は、２ｍ

の標高差を示す

ものとすること。 

宅地の 

平面図 

方位及び宅地の境界線並びに切

土又は盛土をする土地の部分、崖

（切土又は盛土をする土地の部分

に生ずるものに限る。以下同じ。）、

擁壁（切土又は盛土をする土地の

部分に生ずる崖に設置するものに

限る。以下同じ。）、排水施設（切土

又は盛土をする土地の部分に設置

するものに限る。以下同じ。）及び

地滑り抑止ぐい又はグラウンドアン

カーその他の土留（切土又は盛土

をする土地の部分に設置するもの

に限る。）の位置 

1/2500以

上 

断面図を作成し

た箇所に断面図

と照合できるよう

に記号を付する

こと。 

宅地の 

断面図 

切土又は盛土をする前後の地盤面 1/2500以

上 

高低差の著しい

箇所について作

成すること。 

排水施

設の平

面図 

排水施設の位置、種類、材料、形

状、内法寸法、勾配及び水の流れ

の方向並びに吐口の位置及び放

流先の名称 

1/500以上  

崖の 崖の高さ、勾配及び土質（土質の 1/50以上 擁壁で覆われる
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断面図 種類が二以上であるときは、それぞ

れの土質及びその地層の厚さ）、

切土又は盛土をする前の地盤面並

びに崖面の保護の方法 

崖面について

は、土質に関す

る事項は示すこ

とを要しない。 

擁壁の 

断面図 

擁壁の寸法及び勾配、擁壁の材料

の種類及び寸法、裏込めコンクリー

トの寸法、透水層の位置及び寸

法、擁壁を設置する前後の地盤

面、基礎地盤の土質並びに基礎ぐ

いの位置、材料及び寸法 

1/50以上  

擁壁の 

背面図 

擁壁の高さ、水抜穴の位置、材料

及び内径並びに透水層の位置及

び寸法 

1/50以上  

 

断面図 種類が二以上であるときは、それぞ

れの土質及びその地層の厚さ）、

切土又は盛土をする前の地盤面並

びに崖面の保護の方法 

崖面について

は、土質に関す

る事項は示すこ

とを要しない。 

擁壁の 

断面図 

擁壁の寸法及び勾配、擁壁の材料

の種類及び寸法、裏込めコンクリー

トの寸法、透水層の位置及び寸

法、擁壁を設置する前後の地盤

面、基礎地盤の土質並びに基礎ぐ

いの位置、材料及び寸法 

1/50以上  

擁壁の 

背面図 

擁壁の高さ、水抜穴の位置、材料

及び内径並びに透水層の位置及

び寸法 

1/50以上  

 

  

（削る） ○松山市宅地造成等規制法施行細則 

昭和54年4月1日 

規則第10号 

(趣旨) 

第1条 この規則は，宅地造成等規制法(昭和36年法律第191号。以下「法」という。)

の施行に関し，必要な事項を定めるものとする。 

(証明書等の様式) 

第2条 法第6条第1項(法第18条第2項において準用する場合を含む。)及び第2項に規

定する証明書は，身分証明書(第1号様式)とする。 

2 法第6条第2項に規定する市長の許可証は，許可書(第2号様式)とする。 

(工事の着手届) 

第3条 造成主は，法第8条第1項の許可に係る工事(以下「工事」という。)に着手し

たときは，速やかに宅地造成工事着手届(第3号様式)に当該工事の工程計画書を添え

て市長に提出しなければならない。 

(変更届) 
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第4条 法第8条第1項の許可を受けた造成主は，次の各号のいずれかに該当する場合

は，当該各号に定める届出書によりすみやかにその旨を市長に届け出なければなら

ない。 

(1) 宅地造成等規制法施行規則(昭和37年建設省令第3号。以下「省令」という。)

第26条に掲げる事項に変更があつたとき。変更届(第4号様式) 

(2) 工事を中止し，若しくは廃止し，又は中止した工事を再開したとき。工事(中

止・廃止・再開)届(第5号様式) 

(協議) 

第5条 法第11条の規定により市長と協議しようとする国，都道府県，地方自治法(昭

和22年法律第67号)第252条の19第1項の指定都市，同法第252条の22第1項の中核市又

は同法第252条の26の3第1項の特例市は，宅地造成に関する工事の協議書(第6号様

式)に省令第4条に規定する図面を添えて市長に提出しなければならない。 

2 市長は，前項の規定による協議書の提出があつたときは，その内容を審査し，適

当と認めたときは，宅地造成に関する工事の協議成立通知書(第7号様式)により通知

するものとする。 

3 前2条，次条，第7条及び第9条から第12条までの規定は，協議が成立した工事に

ついて準用する。 

(工事の届出書の添付書類) 

第6条 省令第29条に規定する届出書には，次の各号の区分に従い，当該各号に掲げ

る図面を添えなければならない。 

(1) 法第15条第1項の規定による届出 

ア 附近見取図 

イ 工事計画平面図 

ウ 工事計画断面図 

(2) 法第15条第2項の規定による届出 

ア 附近見取図 

イ 除却する擁壁又は排水施設の位置及び名称を示す平面図 
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(3) 法第15条第3項の規定による届出 

ア 附近見取図 

イ 転用した土地の平面図 

(標識の掲示) 

第7条 造成主は，工事の着手の日から完了の日までの間当該工事現場内の見やすい

場所に宅地造成工事許可標識(第8号様式)を掲示しておかなければならない。 

(工事の施行状況の報告) 

第8条 造成主は，工事が次の各号に掲げる工程に至つたときは，それぞれ当該各号

に定める事項にかかる状況を明らかにした資料に写真を添えて市長に報告しなけれ

ばならない。 

(1) 床掘りが完了したとき。寸法・形状及び位置 

(2) 基礎工事がおよそ2分の1に達したとき。寸法及び位置 

(3) 配筋が完了したとき。寸法及び位置 

(4) 躯体工事がおよそ2分の1に達したとき。断面及び背面の寸法・形状及び位置 

(5) 切土又は盛土をする土地の旧地盤面のすべり防止工が完了したとき。形状及び

位置 

(工事の一部完了検査) 

第9条 工事の一部完了検査を受けようとする造成主は，省令第27条に規定する工事

完了検査申請書に当該完了した工事の部分を明らかにした図面を添えなければなら

ない。 

2 市長は，工事の一部完了検査の申請を受けた場合において，工事が次の各号のい

ずれかに該当する場合は，当該申請に係る工事について検査を行うものとする。 

(1) 一部完了検査を受けようとする宅地の分割が可能であり，かつ，分割された宅

地のおのおのが独立して完全に使用できると認められるとき。 

(2) その他市長が災害防止上支障がないと認めるとき。 

(技術的基準の特例) 

第10条 宅地造成等規制法施行令(昭和37年政令第16号。以下「政令」という。)第1
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5条第1項に規定する災害の防止上支障がないと認められる土地は，がけの下端から

そのがけの高さの2倍に相当する幅の範囲の土地がおおむね水平であり，かつ，河

川・池・沼等の水面又は人の居住・集合・通行等を目的としない用途に供され，又

は供される予定の土地である場合のそのがけの部分とする。 

2 前項の土地においては，政令第6条の規定による擁壁の設置にかえて，次の各号

のいずれかに掲げる工法とすることができる。 

(1) 間知石から積みその他のから積み 

(2) 筋工 

(3) 積苗工 

(4) その他市長が認めた工法 

3 政令第13条の規定により設置する排水施設の断面を決定する場合における計画

流水量の算定は，次に掲げる数値を用いるものとする。 

(1) 1時間の降雨量 60ミリメートル 

(2) 流出係数 0.8 

(工事の完了届) 

第11条 法第15条第1項の規定による届出をした者は，当該工事が完了したときは，

速やかに工事完了届(第9号様式)を市長に提出しなければならない。 

(届出工事への準用) 

第12条 第4条の規定は，法第15条第1項又は第2項の規定により届出を要する工事に

ついて準用する。 

(法第8条第1項及び第12条第1項の規定に適合していることを証する書面の交付) 

第13条 省令第30条に規定する書面の交付を受けようとする者は，宅地造成工事に

関する証明書交付申請書(第10号様式)を市長に提出しなければならない。 

2 市長は，前項の申請による証明をしたときは，同様式による証明書を申請者に交

付するものとする。 

  

 


